
１．基金残高の変動状況（総括） （単位：千円、％）

　基金総額

財政調整基金

減債基金

特定目的基金

２．財政調整基金について

　（１）増減理由（積立て又は取崩しの理由）

1 大規模施設整備「」や老朽化対策等に係る経費の増（小学校2校の改築及び改修事業）

2 社会保障関係費の増

3 景気の動向や人口減少等による税収の減

　（２）基金積立ての方策（財源等）

1 歳出の不用額

2 決算剰余金

　（３）今後の増減見込み

　（４）その他特記事項等

経費節減等に努め、予算規模の１割程度にあたる１０億円を目安として基金を確保していきたい。

３．減債基金について

　（１）基金積立ての方策（財源等）

1 歳出の不用額

2 決算剰余金

　（２）今後の増減見込み

　（３）その他特記事項等

経費節減等に努め、確実な償還に対する財源確保のため、3億円程度の基金を確保していきたい。

４．特定目的基金について

（１）基金残高の変動状況 （単位：千円、％）

1 ふるさと創生人材育成基金

2 ふるさと水と土保全対策基金

3 公共施設等整備基金

4 合併振興基金

5 スポーツ振興基金

6 農業集落排水事業債償還基金

7 下水道事業債償還基金

8 交通遺児基金

9 学校林売払基金

10 妊婦健康診査事業基金

11 幼児医療費事業基金

12 小学生医療費事業基金

13 ふるさと再生基金

14 森林環境整備基金

15 任意インフルエンザ予防接種基金

16 がん検診基金

17 学校教育支援員設置事業基金

18 学校給食費給付金交付事業基金

34,531

83,524

154,197

679,703

682

154,181

964,520

682

36,572

111

803

16,112

15,169

56,752

15,241

91,275

1,509,603

39,643

111

1,010

増減額

▲ 435,931

25,543

1,226,815

9,794

36,711

20,601

107,394

81,551

合　　計

16,119

16

▲ 284,817

0

803

12,487

▲ 20,041

平成30年度末

令和元年度基金の積立状況等の公表

短期（１～２年）

短期（１～２年）

令和元年度末

15,220

令和元年度末

2,842,834

1,265,045

350,974

1,226,815

減少見込み

減少見込み

0.0

減少見込み

中長期（３～10年） 減少見込み

区　　分

区　　分

中長期（３～10年）

平成30年度末

3,278,765

1,393,214

375,948

1,509,603

15,215

1,010

▲ 128,169

▲ 24,974

▲ 282,788

増減額

5

0

0

▲ 29.5

0.0

8.4

0.0

0.0

▲ 22.5

▲ 35.4

5,360

3,071

東北町市町村名

▲ 18.7

47,020

▲ 57,981

▲ 282,788

▲ 35.3

35.2

17.7

136

▲ 69

増減率

増減率

▲ 13.3

▲ 9.2

▲ 6.6

▲ 18.7

0.0

0.0

▲ 3,625

▲ 5,375

0

2,776 2,775 1 0.0

33,121 21,130 11,991 56.7

5,468 0 5,468 皆増
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（２）基金の使途等

1 2 3 1 2 短期 中長期

1 ふるさと創生人材育成基金 ④ ⑧ ⑨ ⑤ ③ ③

2 ふるさと水と土保全対策基金 ⑮ ① ④ ③ ③

3 公共施設等整備基金 ⑰ ⑱ ① ④ ② ②

4 合併振興基金 ⑯ ⑥ ② ②

5 スポーツ振興基金 ⑪ ⑥ ② ③

6 農業集落排水事業債償還基金 ⑬ ⑥ ③ ④

7 下水道事業債償還基金 ⑬ ⑥ ③ ④

8 交通遺児基金 ⑤ ⑥ ③ ③

9 学校林売払基金 ⑧ ⑰ ⑥ ③ ③

10 妊婦健康診査事業基金 ⑤ ⑤ ② ②

11 幼児医療費事業基金 ⑤ ⑤ ② ②

12 小学生医療費事業基金 ⑤ ⑤ ② ②

13 ふるさと再生基金 ⑯ ⑫ ⑨ ⑥ ③ ③

14 森林環境整備基金 ⑮ ⑥ ① ④

15 任意インフルエンザ予防接種基金 ⑤ ⑤ ② ②

16 がん検診基金 ⑯ ⑤ ⑤ ② ②

17 学校教育支援員設置事業基金 ⑧ ⑤ ② ②

18 学校給食費給付金交付事業基金 ⑧ ⑤ ② ②

＜各項目の番号の説明＞

　※1 基金の使途 　※2 基金積立ての方策（財源等）

① 防災対策 ① 税収如何にかかわらず、行革、経費節減等により

② 災害対応 　　捻出した額

③ 地方創生 ② 予算見込みを上回った税収

④ 人材育成 ③ 予算見込みを上回った税収以外の収入

⑤ 子育て・少子化対策 ④ 歳出の不用額

⑥ 高齢化対策 ⑤ 国費関連分の増に対応

⑦ 障害者施策 ⑥ その他（具体的に記入）

⑧ 教育振興

⑨ 文化振興 　※3 今後の増減見込み

⑩ 国際交流 ① 増加見込み

⑪ スポーツ振興 ② 減少見込み

⑫ 大規模イベント ③ 現状維持

⑬ 環境保全 ④ わからない

⑭ 商工業振興

⑮ 農林水産業振興

⑯ まちづくり推進

⑰ 庁舎以外の公共施設等の整備

⑱ 庁舎整備

⑲ 退職手当対策

⑳ その他の財政需要等に備えるためのもの

県補助金

寄付金

学校林立木売払金

⑥の内容

合併特例債

寄付金

そ　の　他
特記事項等

区　　分
基金の使途※1 増減見込み※3基金積立ての方策※2

森林環境譲与税

県補助金

ふるさと納税
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